
【新生活様式対応】静岡県主催 生産性向上職業訓練事業（６月補正） 

 開催協力：県経営者協会、県商工会議所連合会、県中小企業団体中央会、県商工会連合会                

講座名 

＜総務・人事担当者向け＞           受講料：1,100 円 各回とも定員 10 名 

待ったなし！ テレワーク・Web 面接の導入  

講師：（一社）日本テレワーク協会、社会保険労務士（神井 香緒利 氏、米澤 裕美 氏） 

対象者 

☆ テレワークの導入を検討している企業等の総務担当の方 

☆ テレワークを導入したが、社内規則等で課題を抱えている方 

☆ Web 面接の導入を検討している企業等の人事担当の方 

内 容 

①働き方改革が求められている背景 

②テレワークの概要 

③テレワークに必要な制度対応 

（就業規則の改正、労務管理） 

④企業としてのセキュリティ管理 

⑤Web 面接の留意点(セキュリティ等) 

実体験 

⑥テレワークに関する助成制度等の紹介 

<沼津会場> 

令和２年８月４日（火）

午後１時～５時 

沼津市大手町 2-10-14 三井生命沼津大手町第 2ビル 7階 

富士ゼロックス静岡㈱ 沼津ショールーム 

<静岡会場> 

令和２年８月３日（月）

午後１時～５時 

静岡市葵区常磐町 2-13-1 住友生命静岡常磐町ビル 

富士ゼロックス静岡㈱ 本社ショールーム 

会 場 

日 時 

<浜松会場> 

令和２年８月５日（水）

午後１時～５時 

浜松市中区板屋町 506 

富士ゼロックス静岡㈱ 浜松ショールーム 

申込先 

（先着

順） 

 

沼津会場：静岡県立沼津技術専門校 訓練課 

TEL：055-925-1071 FAX：055-925-1115  

WEB：http://www.numazu-vtc.ac.jp/  

静岡会場：静岡県立清水技術専門校 訓練課 

     TEL：054-345-3098 FAX：054-345-2921 

    WEB：https://shimizu-tc.ac.jp/ 

浜松会場：静岡県立浜松技術専門校 訓練課 

     TEL：053-462-5602 FAX：053-462-5604 

WEB：http://www.hamamtsu-tech.ac.jp 

 

本講座は、新型コロナウイルス感染

防止対策を実施のうえ、開催します。 

○風邪のような症状のある方は、参加を自粛し

ていただくようお願いします。 
○症状の有無に関わらず、マスクの持参・着用

をお願いします。 
○参加日の体温を検温のうえ、 

ご参加ください。 
○３密にならないよう、配慮の 
 うえ、研修を実施します。 

申込みは 
こちら 

申込みは 
こちら 

申込みは 
こちら 



訓 練 コ ー ス 名

フ リ ガ ナ 性　　　別

氏 名 男　・　女

生 年 月 日

受 講 者 住 所

経 験 年 数

職 務 内 容

事 業 所 名

連 絡 担 当 者

事 業 所 所 在 地

規 模

業 種

申込み先：
　　　沼津会場：沼津技術専門校、静岡会場：清水技術専門校、浜松会場：浜松技術専門校
締切：令和２年７月22日（水）

令和　　年　　月　　日　　

　貴校の在職者訓練を受講したいので申し込みます。

　　　技術専門校長　様

受　講　申　込　書

　　　　　　　　年（勤務年数を記入してください。）

 １.直接加工･技能　２.間接加工･技術(製図･生産技術･現場管理等)

 ３.企画･設計･経営管理　４.事務　５.営業･販売　６.その他（　　　　）

 昭和・平成　　　年　　　月　　　日生　　　（受講日初日で　　　　歳）

 〒　　　　－

　〒 410－0022
　　 沼津市大岡4044番地の24　  　　沼津テクノカレッジ（沼津技術専門校）　訓練課
　　 電話：055-925-1071　　FAX：055-925-1115
　〒 424－0881
　　 静岡市清水区楠160番地　   　　清水テクノカレッジ（清水技術専門校）　訓練課
　　 電話：054-345-3098　　FAX：054-345-2921
　〒 435－0056
　　 浜松市東区小池町2444番地の１　浜松テクノカレッジ（浜松技術専門校）　訓練課
　　 電話：053-462-5603　　FAX：053-462-5604

　※ 複数講座希望される場合は、受講申込書をコピーしてお使いください。

 電話<　　　>　　　　－　　　　　　　Fax<　　　>　　　－

 〒　　　　－

 １.（ １～ 29人）　　　２.（ 30～ 99人）　　　３.（100～299人）

 ４.（300～499人）　　　５.（500～999人）　　　６.（1,000人以上）

 １.輸送用機器製造業　　２.電気機器製造業　　３.一般機器製造業

 ４.木工・繊維製造業　　５.その他の製造業　　６.土木・建設業

 ７.物流・販売業　　　　８.サービス業　　　　９.その他(　　　　　　)


